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調査分析の趣旨
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• 北海道の人口は、1997年の約570万人をピークとして減少が続き、2023年末には510万人割れ
• 既存統計等から北海道の人口動態を詳細に分析し、創生総合戦略への示唆を得ることが目的



北海道の人口動態について
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① 自然増減に関する分析

② 社会増減に関する分析

③ 道内6圏域に関する分析



① 自然増減に関する分析
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• 少子高齢化の進展に伴い、自然増減（出生数－死亡数）は2003年以降マイナス。
• 自然減の幅は年々拡大傾向で、死亡数は出生数の約3倍に。2022年の自然増減は▲48,030人。



① 自然増減に関する分析
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• 地域の出生力の指標である合計特殊出生率（TFR）をみると、全国・北海道ともに低下傾向。
• 北海道のTFRの水準は全国に比べ低く、2022年は1.12で47都道府県中45位。



① 自然増減に関する分析
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• 地域別のTFRの差異について、「婚姻要因（有配偶率）」と「出生力要因（有配偶出生率）」に要素
分解し、分析する。

合計特殊出生率

TFR ＝
女性人口

出生数 15~49歳についてそれぞれ計算し、
足し合わせたもの

＝
有配偶女性人口

出生数
×

女性人口

有配偶女性人口

＝ ×
有配偶出生率

出生力要因
有配偶率

婚姻要因



① 自然増減に関する分析
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• 2020年における全国平均（1.33）が基準値。そこからの差を婚姻要因と出生力要因に分解した。
• 北海道は第1子出生が▲0.08の寄与と大きくマイナス。札幌市はそれに加えて婚姻も大幅マイナス。



① 自然増減に関する分析
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• 年齢階級別に要素分解すると、30~34歳が▲0.08、35~39歳が▲0.04とマイナス寄与。
• したがって北海道のTFR低下は「30代の有配偶率および有配偶出生率」「第1子の有配偶出生率」の
低さが大きく影響を与えているとわかる。



① 自然増減に関する分析
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• 各歳の出生率の動向を、北海道・全国・札幌市・東京特別区・福岡市で比較する。
• 北海道は27歳まで全国平均をやや上回る水準、そこから30代後半にかけて大きく全国を下回る。
• 東京特別区や福岡市は晩婚により、30代後半から出生率が全国より高くなる（キャッチアップ）。
• 札幌は東京・福岡と同様20代の出生率が低いが、キャッチアップがみられないのが特徴的。



① 自然増減に関する分析
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• 北海道と、各地方でTFRが高い他県（福井・島根・宮崎・沖縄）とを比較する。
• 北海道の出生率はいずれの年代においてもこれらの県を下回っている。
• 沖縄県はピークが高くない代わりに全年代で高く、年齢問わず多産の傾向がみられる。



① 自然増減に関する分析
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• どのような指標が各地域の婚姻・出生力要因に影響を及ぼしているのか、「主成分分析」「重回帰
分析」という2つの手法を用いて分析する。

■自然増減要因の重回帰分析のイメージ



① 自然増減に関する分析 都道府県別の分析
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• 32の社会経済指標に対して主成分分析を行い、5つの主成分を抽出した。
• 第1主成分は、「小学校平均児童数」「大型小売店数」等がプラスに作用しており、「都市化」と解釈。
• 第2主成分は、「正規雇用割合」等がプラス、「非正規雇用率」等がマイナスで、「雇用の安定」と解釈。
• 第3主成分は、「女性就業時間」等がプラス、「育児実施率の差」等がマイナスで、「女性の活躍」と解釈。

因子負荷量 都市化

小学校平均児童数 0.903

大型小売店数 0.824

一般労働者の平均所得 0.802

人口1万人当たり刑法犯認知件数 0.776

事業所開業率 0.728

25-39歳男性通勤時間（総平均） 0.709

週50時間以上労働する者÷200日以上労働する者（女） 0.647

週50時間以上労働する者÷200日以上労働する者（男） 0.567

25-39歳仕事実施率の差（男性-女性） 0.505

男性の育児休暇等の取得状況（市区町村・一般行政職） 0.494

18歳未満のいる一般世帯に対する母子・父子家庭の割合 -0.365

25-39歳女性就業時間（総平均） -0.473

25-39歳女性人口1万人当たりの産婦人科と産科の医師数 -0.590

持ち家比率 -0.611

子供を対象としたボランティア参加率（男） -0.617

三世代世帯比率 -0.630

人口1万人当たり消防団員数 -0.770

0-5歳児1万人当たり保育所定員数 -0.785

0-5歳児1万人当たり保育所数 -0.831

25-39歳有配偶女性就業率 -0.905

因子負荷量 雇用の安

定

正規雇用割合 0.610

25-39歳女性就業時間（総平均） 0.467

25-39歳女性通勤時間（総平均） 0.452

男性の育児休暇等の取得状況（市区町村・一般行政職） 0.415

三世代世帯比率 0.380

一般労働者の平均所得 0.322

週50時間以上労働する者÷200日以上労働する者（男） 0.301

持ち家比率 0.283

男性の育児休暇等の取得状況（都道府県・一般行政職） 0.278

週50時間以上労働する者÷200日以上労働する者（女） 0.274

25-39歳女性人口1万人当たりの産婦人科と産科の医師数 -0.018

事業所開業率 -0.278

25-39歳家事実施率の差（女性-男性） -0.418

25-39歳育児実施率の差（女性-男性） -0.421

25-39歳仕事実施率の差（男性-女性） -0.444

25-39歳女性育児時間（総平均） -0.474

25-39歳男性非正規雇用率 -0.488

完全失業率 -0.504

25-39歳女性家事時間（総平均） -0.628

18歳未満のいる一般世帯に対する母子・父子家庭の割合 -0.637
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• 32の社会経済指標に対して主成分分析を行い、5つの主成分を抽出した。
• 第4主成分は、「小児科医師数」「産婦人科と産科の医師数」等がプラスで、「医療福祉の充実」と解釈。
• 第5主成分は、「子供を対象としたボランティア参加率」が男女ともにプラスで、「地域の子どもとのふれあ
い」と解釈。

① 自然増減に関する分析 都道府県別の分析
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• 次に、重回帰分析を用いて、婚姻・出生力
要因に影響を及ぼす指標を確認した。

• 「○」はプラス、「×」はマイナスの影響
を及ぼしている。

• 比較的若年層では高卒の男性が、高年齢層
では大学院卒の男性が多い方が有配偶率に
プラスの影響を及ぼしている。

• 「地域の子どもとのふれあい」は、いずれ
の年代でも有配偶率を押し上げた。

• 平均初婚年齢は若年層の有配偶出生率を押
し下げ、高年齢層の有配偶出生率を押し上
げている。

• 多子世帯の割合は、いずれの年代でも有配
偶出生率と密接に関連している。

① 自然増減に関する分析 都道府県別の分析



① 自然増減に関する分析 道内市町村別の分析
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• 30の社会経済指標に対して主成分分析を行い、6つの主成分を抽出した。
• 第1主成分は、「身近にいる子ども数」「大型小売店数」等がプラスで、「都市化」と解釈。
• 第2主成分は、「自市町村内通勤率」等がプラスで、地方都市や離島で得点が高いため「拠点性」と解釈。
• 第3主成分は、「保育所等数」「児童福祉費」等がプラスで、「児童福祉」と解釈。



① 自然増減に関する分析 道内市町村別の分析
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• 30の社会経済指標に対して主成分分析を行い、6つの主成分を抽出した。
• 第4主成分は、「課税対象所得」等がプラスで、「所得」と解釈。
• 第5主成分は、「医療品・化粧品小売業事業者数」等がプラスで、「生活の利便性」と解釈。
• 第6主成分は、「正規雇用率」等がプラス、「昼夜間人口比」「自市町村内通勤率」等がマイナスで、「通勤流
動」と解釈。
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• 次に、重回帰分析を用いて、婚姻・出生力
要因に影響を及ぼす指標を確認した。

• 「○」はプラス、「×」はマイナスの影響
を及ぼしている。

• 有配偶出生率では統計的に満足な結果が得
られなかったため、出生力要因としてTFR
で代用した。

• 20~34歳まで、同年代の人口性比（男性が

多いほど高い）が有配偶率を押し上げてい
る。

• 「所得」は、婚姻・出生力要因いずれにも
プラスの影響を及ぼしている。

① 自然増減に関する分析 道内市町村別の分析
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① 自然増減に関する分析 自然減少抑制のために

現状と課題

• TFRへの各要素の寄与度をみると、北海道は「30代の有配偶率および有配偶出生率」と、「第1子有配偶出生
率」の値が低いことにより、全国よりもTFRが低水準となっている。

 特に第1子有配偶出生率は全国最低水準。つまり結婚しても子どもを持たない（持てない）夫婦が多い。

• 東京23区や福岡市などの都市部でみられている、晩婚傾向により高年齢層での出生率が上昇する「キャッチ
アップ」が札幌市ではみられない。

• 30代の有配偶率に影響を及ぼす指標としては、「大学院卒の男性の多さ」「雇用の安定」「地域の子どもとの
ふれあい」などが挙げられた。

 また、道内市町村別に分析すると、「所得」の向上が有配偶率やTFRの向上に繋がっている。

考えられる対策

• 30代の働く環境の改善。北海道の30-34歳女性の正規雇用率（2020）は、33.27％で47都道府県中最下位。

 女性の正規雇用機会の拡充により、所得の増加・雇用の安定＝将来展望の改善を通じて、子どもを諦めて
いた夫婦も出産に踏み切れるようになるのではないか。



北海道の人口動態について
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① 自然増減に関する分析

② 社会増減に関する分析

③ 道内6圏域に関する分析



② 社会増減に関する分析
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• 社会増減（転入者―転出者）は1960年以降、1995年を除く全ての年で社会減。
• 下表は日本人のみの数値。2022年はリゾート地等で外国人の流入が多く、国籍合計では社会増。



② 社会増減に関する分析
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• 2022年の社会増減は▲4,023人であったが、これを性別・年代別にみると、15～29歳の合計で
▲5,357人と、この年代だけで全体の社会減少を上回る。



② 社会増減に関する分析
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• 高校から大学への進学に伴う社会増減数は、2022年度では▲2,592人で、年々拡大傾向。
• 東京圏1都3県へ▲2,434人の流出超過で、全体の流出超過数のほとんどを占める。



② 社会増減に関する分析
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• 高校卒業者の就職による社会増減は、2022年で▲259人。就職者の減少により社会減は縮小傾向。
• 高卒就職者の自都道府県外就職率をみると、北海道は6.4%で全国で最も少ない。



② 社会増減に関する分析
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• 従業地による就業者数は、14管内全てで5年
前から減少した。

• 同時期の社会増減と比較すると正の相関がみ
られ、雇用機会の創出が人口流出を一定程度
抑えていることがわかる。



② 社会増減に関する分析
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• 人口あたりの住宅着工戸数をみると、子育て
世帯にあたる30~39歳の社会増減との相関が
極めて高い。

• 札幌市のある石狩管内に加え、十勝管内でも
これらの指標が高い。
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② 社会増減に関する分析 社会減少抑制のために

現状と課題

• 北海道の人口の社会増減をみると、15-29歳の転出超過数だけで、全体の転出超過数を上回っている。

 特に大学進学のタイミングでの人口流出が非常に大きなウェイトを占めている。

 高卒就職者の道内残留率は極めて高いものの、大学進学率の上昇によりそもそも高卒就職者が激減してい
る。

• 地域に雇用機会があることで、人口の流出が一定程度抑制されている。

• 子育て世帯の流入と新設住宅着工には強い正の相関がある。

 新設住宅を購入した世帯は、今後長きにわたってその地域に定住する可能性が高いと考えられる。

考えられる対策

• 大学教育の拡充。札幌圏の大学教育は、三大都市圏以外の県に比べれば恵まれているといえるが、それでも東
京圏への一方的な流出が目立っている。また、札幌圏以外では大学の存在が限られている。

 半導体生産拠点の立地に伴い、関連分野の専門教育の需要が高まっている点は大きな機会といえる。

• 地域の雇用機会の拡充や、住宅取得の支援。これは前述の自然減対策とも一部重なる部分である。

 大学進学で一時的に転出した人口を、Uターン就職により一定程度取り戻すことが期待される。



北海道の人口動態について
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① 自然増減に関する分析

② 社会増減に関する分析

③ 道内6圏域に関する分析



③ 道内6圏域に関する分析
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• 北海道総合計画において採用されている6つの連
携地域を、地域区分として分析に用いる。

【道央】（札幌市）空知、石狩、後志、胆振、日高
【道南】（函館市）渡島、檜山
【道北】（旭川市）上川、留萌、宗谷
【オホーツク】（北見市）オホーツク
【十勝】（帯広市）十勝
【釧路・根室】（釧路市）釧路、根室

• また、人口動態を分析するにあたって、道央の中
でも札幌市周辺を「札幌圏」として分割し、別途
分析に用いる。

【札幌圏】札幌、江別、千歳、恵庭、北広島、石狩
の6市



③ 道内6圏域に関する分析
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• 圏域別の人口動態をみると、道央圏域・札幌市への人口一極集中が進んでいる。
• 2022年には全ての圏域で人口が減少した。最も人口減少が緩やかなのは道央圏域であるが、ほぼ横
ばいであった札幌圏を除くと他の地域と同様の減少率となる。

• 札幌市や帯広市では社会増が続いている。



③ 道内6圏域に関する分析
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• 圏域別のTFRをみると、いずれの圏域でも5年前より数値が低下した。
• 婚姻・出生力要因に要素分解すると、出生力要因の低下による寄与が大きい傾向がみられる。



③ 道内6圏域に関する分析
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• 各圏域や主要都市のTFRを婚姻・出生力要因に要素分解した。
• 基準値は2018~2022年の全道のTFR（1.21）。

• 婚姻要因は札幌市（▲0.11）、小樽市（▲0.15）で大幅なマ
イナス寄与。

• 遠軽町（＋0.34）、中標津町（＋0.40）など郡部では大幅な
プラス寄与もみられる。

• 出生力要因は倶知安町（＋0.16）、富良野市（＋0.13）で大

幅なプラス寄与。倶知安町は大規模なリゾート開発の影響で
転入率や所得が向上しており、TFRの高さに寄与している可能
性が考えられる。



③ 道内6圏域に関する分析
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• 道央圏域は「中核都市以外の地域」「中
核都市」「東京圏」の3地域、その他の圏
域はそこに「札幌圏」を加えた4地域に
絞って転入超過数（転入―転出）を示した。

• 線の太さは転入超過数の大きさに比例さ
せている。

• 各圏域から札幌市・札幌圏への人口移動
と比較すると、東京圏への移動は相対的
に少なく、札幌は「人口のダム機能」を
果たしていると考えられる。

• 道南圏域は本州に近く、他の圏域と比較
すると東京への流出率が相対的に高い。

• 帯広市以外の十勝圏域では、移動先とし
て札幌圏よりも帯広市を選択する傾向が
あり、ここにも「人口のダム機能」がみ
られる。
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③ 道内6圏域に関する分析 人口減少抑制のために

現状と課題

• 札幌圏や十勝圏域では、圏域の中核都市の引力が強く働き「人口のダム機能」の作用がみられているが、その
他の圏域では限定的なものとなっている。

• 札幌市や小樽市では有配偶率が全道平均を大きく下回っており、TFRを押し下げている。

• 倶知安町や富良野市では有配偶出生率が全道平均より高く、特に倶知安町は大規模なリゾート開発の影響もあ
り、流入人口や所得の増加がみられている。

 自然増減で述べた、「所得」が有配偶率・TFRの押し上げ要因であるという点と整合的である。

考えられる対策

• 産業誘致の継続的な推進。産業立地により、流入人口の増加による社会増にとどまらず、安定した雇用機会の
存在が所得を押し上げ、TFR上昇による自然減少抑制の効果も期待される。

 また、社会増減で述べたUターン就職者の受け皿としても、産業誘致が効果的に作用すると考えられる。


